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6.1 対象建築物 

6.1.1 建築物概要 

以下のように対象建築物の概要を示す。 

 

   階  数： 地上 11 階 

   建築面積： 460 ㎡ 

   延床面積： 5060 ㎡ 

   建物高さ： 32m 

   構造形式： X 方向：ラーメン架構 Y 方向：連層耐力壁架構 

   構造種別： 鉄筋コンクリート造 

   使用材料： コンクリート 24～33N／㎟ 

鉄筋 SD295，SD340，SD390 

 

 

図 6.1.1-1 建物外観図 
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6.1.2 構造図面 

 

図 6.1.2-1 基準階伏図 

 

 

 

図 6.1.2-2 既製杭配置図 
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6.1.3 地盤概要 

 

設計用地盤モデル：地盤１ 

表 6.1.3-1 地盤 1 の地盤定数 

 

 

図 6.1.3-1 地盤 1 の Vs 分布 

 

地盤変位は，応答スペクトル法とする。 

表 6.1.3-2 地盤 1 の地盤変位の深さ方向分布 
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図 6.1.3-2 地盤 1 の地盤変位分布 

 

6.2 上部構造の耐震設計 

6.2.1 設計用地震力 
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6.2.2 上部構造の 1 次設計 

(1) 応力解析結果 

 

図 6.2.1-1 X 方向加力時 
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図 6.2.1-2 Y 方向加力時 

 

(2) 支持反力 
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6.2.3 上部構造の 2 次設計 

(1) 層せん断力－層間変形角関係 

 

図 6.2.1-3 X 方向加力時 

 
図 6.2.1-4 Y 方向加力時 
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(2) ヒンジ図 

 
図 6.2.1-5 X 方向加力時 

  

図 6.2.1-6 Y 方向加力時  
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6.3 基礎構造の 1 次設計 

6.3.1 ケース C1～ケース C6 

（1）設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・杭モデル  単杭モデル（多層地盤モデル） 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

上部構造の地震力(C0＝0.20) Q1＝20047 kN  

１階部分の重量       W1＝14316 kN 

基礎の重量         Wf＝  2036  kN  

地下部設計震度              K ＝0.1 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 22083 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n = 900 kN 

・杭強制変位 考慮しない 

・支持力の検討 設計用基礎反力は鉛直荷重時および地震時 Co＝0.20 相当時の支点反力を用いる。 

 

表 6.3.1-1 上部架構の支点反力 
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（2）既製杭（杭体・杭頭補強筋）の耐震設計 

地震時応力算定方法を以下に示す。 

・水平地盤ばねは「建築基礎構造設計指針」【6-10】に準じる。 

水平地盤反力係数 kh=α・E0・B-3/4 

α：粘性土の場合 60，砂質土の場合 80 

E0：対象土層の平均 N 値より 700N で推定した地盤変形係数 

・杭体の変位(yo)が 1.0cm を超えた場合は，地盤反力係数を（yo-1/2）により低減する。 

・土圧合力ばねは，考慮しない。 

・杭体は弾性支承梁とした弾性モデルとする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

 
図 6.3.1-1 杭応力解析モデル図 
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表 6.3.1-2 基準水平地盤反力係数の算定 

 

 

（3）パイルキャップの耐震設計 

下記の二つの方法を実施する。 

1)「RC 規準」（2018）[6-7]]に基づく方法 

2) 従前の設計方法 

 

（4）基礎梁の耐震設計 

・「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（2018）[6-7]（以下，「RC 規準」（2018））に基づく方

法により検討する。 
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(5) 1 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=17.0m（杭天端 GL-3.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.3.1-2 地盤 1 の杭レベル 

 

2) 鉛直支持力の算定 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=6025kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.89) OK 

短期許容支持力 

RaE=2/3Ru=12050kN > NE=8700kN/本 (検定比 0.72) OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=3362kN > 800kN/本 (0.24)OK 
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3) 水平時の杭応力の算定 

 

図 6.3.1-3 曲げモーメント図 

 

図 6.3.1-4 せん断力図 
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4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

スパン L=11m 基礎梁せい D=4m 

杭頭曲げモーメント Mp=1050kNm 杭頭せん断力 Qp=504 

付加軸力 N’=(1050+504xD/2)x2/L=374kN 

表 6.3.1-3 付加曲げを考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：長期時 5575 10776 

上部架構：地震時 -6341 5834 

付加軸力 -374 374 

杭設計用軸力 -800 8700 

5) 杭体の検討 

【上杭】SC 杭 φ800 t=9 

 

 
図 6.3.1-5 上杭 SC 杭断面算定結果  
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【下杭】PHC 杭 φ800 C 種 

 

 

 

図 6.3.1-6 下杭 PHC 杭断面算定結果 
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6) 杭頭補強筋の検討 

・杭頭接合部の直径 φ=1000mm 

・コンクリート強度 Fc=30N/mm2 

・杭頭接合筋 20-D32 SD390 

 
図 6.3.1-7 杭頭接合部の断面算定結果 
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7) 基礎梁の検討 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力による短期せん断力を 1.5 倍した応力を採用する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

 

 
図 6.3.1-8 基礎梁断面リスト 
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8) パイルキャップの検討 

(a) 「RC 規準」（2018）[6-7]に基づく方法 

表 6.3.1-4 「RC 規準」（2018）によるパイルキャップの断面算定 
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(b) 従来の設計方法 

表 6.3.1-5 従来の設計方法によるパイルキャップの断面算定 

 
 

 

9) 1 次設計のまとめ 

外力は Co=0.20 相当の慣性力のみとし、弾性解析による杭の検討を行った結果、上杭が SC 杭φ800

（鋼管厚 8mm）、下杭が PHC 杭φ800（C 種）となり本建物規模として現行法の基礎設計でよく用いら

れている杭仕様となった。 
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6.4 基礎構造の 2次設計及び保証設計 

6.4.1 ケース C1：ランク A 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク A を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.55 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

終局強度以内 

保証設計：せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.55）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.55)  Q1＝55128 kN  

１階部分の重量       W1＝14316 kN 

基礎の重量         Wf＝  6048  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 63274 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n = 4600 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds＝0.55 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 6.4.1-1 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭補強筋）の耐震設計 

地震時応力算定方法を以下に示す。 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。増分解析の解析ステップは，不釣合応力が大きくなり発散しない増分

量として 100 分割とした。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」[6-10]に準じて考慮する。 

・SC 杭および PHC 杭ともに終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデルとする。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

 

図 6.4.1-1 地震時応力算定モデルの概念図 

 

 

 

 

既製杭部モデル(Bi-Liner) 
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図 6.4.1-2 杭応力解析モデル諸元 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説（2017）」[6-8]（以下，「RC 基礎

指針（案）」）に基づく方法による。 

 

地盤バネモデル 

(Tri-Liner) 
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(4) パイルキャップの耐震設計 

1) 「RC 基礎指針（案）」[6-10]に基づく方法 

2)  既往学術論文を適用した設計 

「大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能

評価に関する研究(その 25 既製杭を用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局

強度式の再検討)」：日本建築学会大会学術講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1] 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.1-3 地盤 1 の杭レベル 

 

 

2）鉛直支持力の検討 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

【ランク A】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=14400kN/本 (検定比 0.46）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 5300kN/本 (0.73)OK 
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3) 水平時の杭応力の算定 

・杭応力の重ね合わせ 

「建築基礎構造設計指針（2019）」[6-10]を参照し，地盤変位と建物慣性力による杭応力の重ね合わ

せを検討する。 

建物の固有周期は質点系モデルによる固有値解析により算定した。 

Tb＝0.347sec 

地盤の卓越周期は，地盤の応答スペクトル法により算定した結果を採用する。 

Tg=0.359sec 

  

図 6.4.1-4 建物（Y 方向）の固有値解析結果） 

 

 

図 6.4.1-5 地盤変位，建物慣性力の低減係数と載荷方向概念図 

（建築基礎構造設計指針（2019）） 

 

Tb<Tg であることから，地盤変位と慣性力の重ね合わせは同位相とし，低減係数は 1.0 として算

定する。  
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・杭の応力解析モデル 

 

   

    イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.1-6 杭応力解析モデル図（ランク A） 

杭の応力解析結果 

 

図 6.4.1-7 曲げモーメント図（ランク A） 

 

16
00

12
00

▽杭先端 

基礎梁 

パイルキャプ 

▽杭天端 

40
00

 

SC杭 φ1200  t23 

PHC 杭 φ1200 C 種 
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図 6.4.1-8 変位図（ランク A） 

 

 

 

4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 6.4.1-2 付加軸力を考慮した杭軸力

軸力

（kN） 

引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -7754 25870 

付加軸力 -2800 2800 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-5300 14400 
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5) 杭体の検討 

 

SC 杭 φ1200 t=23 

 

 

 
 

 
⇒ せん断余裕度 n=1/0.33=3.03 ≧1.25 OK   

図 6.4.1-9 SC 杭断面算定結果（ランク A） 
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PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 

 

 

 
⇒ せん断余裕度 n=1/0.61=1.64 ≧1.25 OK   

図 6.4.1-10 PHC 杭断面算定結果（ランク A） 
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6) 杭頭補強筋の検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「SC杭頭埋込部の曲げ抵抗機構」

日本建築学会日本建築学会構造系論文集，第776 号，pp.1291-1301，2020 年10 月および三谷セキサ

ン杭頭接合部構法（Lev-Pile構法）技術資料2019年8月[6-3]に基づいて，杭頭接合部の設計を実施する。 
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図 6.4.1-11 Liv-Pile 構法の各部説明図 
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表 6.4.1-3 Lev-Pile 構法による杭頭接合部の断面算定（ランク A） 
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7）基礎梁の検討 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.1-4 基礎梁の断面算定結果 

 

 

 

図 6.4.1-12 基礎梁断面リスト（ランク A・B） 
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8）パイルキャップの検討 

(a) パイルキャップの曲げ強度に関する検討 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018 年版[6-7]に準じ

て算定し，日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]に基

づいて，パイルキャップの設計を実施する。 

 

図 6.4.1-13 パイルキャップ形状（ランク A・B 共通） 
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断面算定結果を以下に示す。 

 

表 6.4.1-5 2 本杭のパイルキャップ設計応力および断面算定（ランク A） 

 

※3 章でパンチングシアーの検討方法も示されているが，決定要因とならないため検討を省略する。 

 本設計例では，d をパイルキャップせいで統一して計算している。 
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(b) パイルキャップのせん断強度に関する検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「大地震後の継続使用性を確

保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能評価に関する研究（その 25 既製杭を

用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局強度式の再検討)」日本建築学会大会学術

講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1]に基づいて，パイルキャップの設計を実施する。 
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・断面算定結果 

 

表 6.4.1-6 1 本杭として検討したパイルキャップ設計応力および断面算定（ランク A） 
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9) メカニズム状態の確認 

本建築物における代表的なメカニズム状態として，表 6.4.1-5 に X3 通り位置におけるランク B お

よびランク A の基礎構造システム全体のメカニズム状態を示す。表 6.4.1-5 は，同じ設計用応力に対

して各部材の耐力がどの程度余裕があるのかを表している。 

 

表 6.4.1-7 基礎構造システムのメカニズム時の状態（ランク A） 

検討場所：X3 通り ２次設計 
余裕度＝各耐⼒/設計応⼒ 杭引張軸⼒ 

杭-梁開⽅向 
杭圧縮軸⼒ 
杭-梁閉⽅向 

連層耐⼒壁 1 階せん断破壊 
基礎梁曲げ 1.12 
基礎梁せん断 1.76 
杭曲げ 杭頭 1.06 1.61 
 杭軸部 2.04 7.14 
杭せん断 杭頭 3.03 3.03 
 杭軸部 1.64 6.66 
杭頭接合部 1.13 1.13 
パイルキャップ（RC 規準） 1.33 1.33 
パイルキャップ（RC 基礎部材指針） 1.04 1.04 
パイルキャップ（論⽂） 1.79 1.75 
杭⽀持⼒ 1.37 2.17 

 

ランク A においては，連層耐力壁のせん断破壊が先行し，その後またはほぼ同時に引張側の杭頭

部が曲げ降伏すると考えられる。 

ただし，上部構造と基礎構造を一体化した解析モデルによる検証は行っていないため，余裕度に

よる想定となる。 
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6.4.2 ケース C2：ランク B 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク B を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.55 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

杭頭部の曲げ降伏ヒンジを許容する 

保証設計：地中部はヒンジを生じさせないため，終局強度以内 

せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.55）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.55)  Q1＝55128 kN  

１階部分の重量       W1＝14316 kN 

基礎の重量         Wf＝  6048  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 63274 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n = 4600 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds＝0.55 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 3.4.2-1 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭補強筋）の耐震設計 

地震時応力算定方法を以下に示す。 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。増分解析の解析ステップは，不釣合応力が大きくなり発散しない増分

量として 100 分割とした。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」[6-10]に準じて考慮する。 

・SC 杭および PHC 杭ともに終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデルとする。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

 

図 6.4.2-1 地震時応力算定モデルの概念図 

 

 

 

 

既製杭部モデル(Bi-Liner) 
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図 6.4.2-2 杭応力解析モデル諸元 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説（2017）」5-6）（以下，「RC 基礎

指針（案）」）に基づく方法による。 

 

地盤バネモデル 

(Tri-Liner) 
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(4) パイルキャップの耐震設計 

1) 「RC 基礎指針（案）」[6-10]に基づく方法 

2)  既往学術論文を適用した設計 

「大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能

評価に関する研究(その 25 既製杭を用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局

強度式の再検討)」：日本建築学会大会学術講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1] 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.2-3 地盤 1 の杭レベル 

 

 

2) 鉛直支持力の検討 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

【ランク B】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=14200kN/本 (検定比 0.46）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 5100kN/本 (0.70) 
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3) 水平時の杭応力の算定 

・杭応力の重ね合わせ 

「建築基礎構造設計指針（2019）」を参照し，地盤変位と建物慣性力による杭応力の重ね合わせ

を検討する。 

建物の固有周期は質点系モデルによる固有値解析により算定した。 

Tb＝0.347sec 

地盤の卓越周期は，地盤の応答スペクトル法により算定した結果を採用する。 

Tg=0.359sec 

  

図 6.4.2-4 建物（Y 方向）の固有値解析結果） 

 

 

図 6.4.2-5 地盤変位，建物慣性力の低減係数と載荷方向概念図 

（建築基礎構造設計指針（2019）） 

 

Tb<Tg であることから，地盤変位と慣性力の重ね合わせは同位相とし，低減係数は 1.0 として算

定する。  
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・杭の応力解析モデル 

 

    

     イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.2-6 杭応力解析モデル図（ランク B） 

杭の応力解析結果 

 

 

図 6.4.2-7 曲げモーメント図（ランク B） 

パイルキャプ 

PHC 杭 φ1200 C 種 

16
00

10
00

▽杭天端 

▽杭先端 

基礎梁 40
00

 

SC杭 φ1200  t16 
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図 6.4.2-8 変位図（ランク B） 

 

4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 3.4.2-2 付加軸力を考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -7754 25870 

付加軸力 -2400 2400 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-5100 14200 
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5) 杭体の検討 

【上杭】SC 杭 φ1200 t=16 

  

  

 
⇒ せん断余裕度 n=1/0.50=2.00 ≧1.25 OK    

図 6.4.2-9 SC 杭断面算定結果（ランク B） 
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【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 

 
 

 
⇒ せん断余裕度 n=1/0.80=1.25 ≧1.25 OK   

図 6.4.2-10 PHC 杭断面算定結果（ランク B） 
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6) 杭頭補強筋の検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「SC杭頭埋込部の曲げ抵抗機

構」日本建築学会日本建築学会構造系論文集，第776 号，pp.1291-1301，2020 年10 月および三谷セ

キサン杭頭接合部構法（Lev-Pile構法）技術資料2019年8月[6-3]に基づいて，杭頭接合部の設計を実施

する。 
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図 6.4.2-11 Liv-Pile 構法の各部説明図 
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表 6.4.2-3 Lev-Pile 構法による杭頭接合部の断面算定（ランク B） 
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7）基礎梁の検討 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.2-4 基礎梁の断面算定結果 

 

 

 

図 6.4.2-12 基礎梁断面リスト（ランク A・B） 
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8）パイルキャップの検討 

(a) パイルキャップの曲げ強度に関する検討 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018 年版[6-7]に準じ

て算定し，日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]に基

づいて，パイルキャップの設計を実施する。 

 

図 6.4.2-13 パイルキャップ形状（ランク A・B 共通） 
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断面算定結果を以下に示す。 

 

表 6.4.2-5 2 本杭のパイルキャップ設計応力および断面算定（ランク B） 

 

※3 章でパンチングシアーの検討方法も示されているが，決定要因とならないため検討を省略する。 

 本設計例では，d をパイルキャップせいで統一して計算している。 
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(b) パイルキャップのせん断強度に関する検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「大地震後の継続使用性を確

保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能評価に関する研究（その 25 既製杭を

用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局強度式の再検討)」日本建築学会大会学術

講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1]に基づいて，パイルキャップの設計を実施する。 
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・断面算定結果 

 

表 6.4.2-6 1 本杭として検討したパイルキャップ設計応力および断面算定（ランク B） 
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9) メカニズム状態の確認 

本建築物における代表的なメカニズム状態として，表 6.4.2-7 に X3 通り位置におけるランク B お

よびランク A の基礎構造システム全体のメカニズム状態を示す。表 6.4.2-7 は，同じ設計用応力に対

して各部材の耐力がどの程度余裕があるのかを表している。 

 

表 6.4.2-7 基礎構造システムのメカニズム時の状態（ランク B） 

検討場所：X3 通り ２次設計 
余裕度＝各耐⼒/設計応⼒ 杭引張軸⼒ 

杭-梁開⽅向 
杭圧縮軸⼒ 
杭-梁閉⽅向 

連層耐⼒壁 1 階せん断破壊 
基礎梁曲げ 1.17 
基礎梁せん断 1.76 
杭曲げ 杭頭 1.00※1 1.43 
 杭軸部 1.35 4.55 
杭せん断 杭頭 2.00 2.00 
 杭軸部 1.25 4.76 
杭頭接合部 1.54 1.23 
パイルキャップ（RC 規準） 1.33 1.33 
パイルキャップ（RC 基礎部材指針） 1.06 1.06 
パイルキャップ（論⽂） 1.85 1.82 
杭⽀持⼒ 1.43 2.17 

※1：杭頭部曲げ降伏ヒンジが発生している。 

ランク B においては，連層耐力壁のせん断破壊に先行して引張側の杭頭部が曲げ降伏すると考え

られる。 
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6.4.3 ケース C3：ランク A，Ds=0.40 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク A を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.40 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

【目標ランク A】 

終局強度以内 

保証設計：せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

6.4.2 の検討は，上部構造が連層耐力壁のせん断破壊型であったため，Ds=0.55 相当による慣性

力を用いて杭の設計を行っていたが，本検討では上部構造が靭性破壊（壁の曲げ破壊）となるこ

とを想定して慣性力を算定する。 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.40）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.40)  Q1＝40093 kN 

１階部分の重量       W1＝14316 kN  

基礎の重量         Wf＝12096  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 50658 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n = 1900 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds=0.40 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 3.4.3-1 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭補強筋）の耐震設計 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。また，等分割 100 ステップで計算を行う。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」に準じて考慮する。 

・SC 杭および PHC 杭ともに終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデルとする。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.3-1 地震時応力算定モデルの概念図 

 

既製杭部モデル(Bi-Liner) 
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図 6.4.3-2 杭応力解析モデル諸元 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説（2017）」[6-8]（以下，「RC 基礎指針（案）」）

に基づく方法による。 

  

地盤バネモデル 

(Tri-Liner) 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.3-3 地盤 1 の杭レベル 

 

2) 鉛直支持力の確認 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

地震時軸力については，Ds=0.55 の軸力を Ds=0.40 相当に低減して断面算定に用いる。 

 

【ランク A】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=14400kN/本 (検定比 0.46）OK 

Ram=Ru=31139kN > Nm=10700kN/本 (検定比 0.34）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 5300kN/本 (0.73)OK 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 4100kN/本 (0.57)OK 
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3) 水平時の杭応力の算定 

・杭応力の重ね合わせ 

「建築基礎構造設計指針（2019）」を参照し，地盤変位と建物慣性力による杭応力の重ね合わせ

を検討する。 

建物の固有周期は質点系モデルによる固有値解析により算定した。 

Tb＝0.347sec 

地盤の卓越周期は，地盤の応答スペクトル法により算定した結果を採用する。 

Tg=0.359sec 

  

図 6.4.3-4 建物（Y 方向）の固有値解析結果） 

 

 

図 6.4.3-5 地盤変位，建物慣性力の低減係数と載荷方向概念図 

（建築基礎構造設計指針（2019）） 

 

Tb<Tg であることから，地盤変位と慣性力の重ね合わせは同位相とし，低減係数は 1.0 として算

定する。  
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    イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.3-6 杭応力解析モデル図（ランク A） 

 

ケース C1（ランク A，Ds=0.55）と比べると，上部構造の慣性力は約 20%程度減少しているが，地盤

変位による影響が大きいため，曲げモーメントは杭頭部・地中部ともに 7%程度の減少に留まった。 

 

図 6.4.3-7 曲げモーメント図（ランク A） 

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

10161 → 9458(kNm) 

曲げ応⼒減少率（0.93） 

地中部 

Ds0.55→ Ds0.40 

3149  → 2926(kNm) 

曲げ応⼒減少率（0.93） 

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

10161 → 9458(kNm) 

曲げ応⼒減少率（0.93） 

地中部 

Ds0.55→ Ds0.40 

3149  → 2926(kNm) 

曲げ応⼒減少率（0.93） 

16
00

11
00

▽杭先端 

基礎梁 

パイルキャップ 

▽杭天端 

40
00

 

SC杭 φ1200  t21 

PHC 杭 φ1200 C 種 
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図 6.4.3-8 変位図（ランク A） 

 

 

4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 6.4.3-2 付加軸力を考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -5639 18815 

付加軸力 -2500 2500 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-4100 14200 

 

  

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

35  → 34 (mm) 

⽔平変位減少率（0.97） 
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5) 杭体の検討 

上部架構の慣性力を R2 年度の Ds＝0.55 から Ds=0.40 とした場合の断面算定結果を示す。上杭は

降伏ヒンジを許容しておらず，曲げモーメントと軸力がともに減少することから，SC 杭の鋼管厚さ

を 2mm 薄くすることが可能であった。 

 

SC 杭 φ1200 t=23 

 

 
 

Ds＝0.40【上杭】SC 杭 φ1200 t=21 

  

 
図 6.4.3-9 SC 杭断面算定結果（ランク A）  
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下杭も降伏ヒンジを許容しておらず，地中部曲げモーメントも若干減少したことから PHC 杭の使

用範囲を 6.4.2 の検討より１ｍ上方へ適用できる結果となった。 

 

Ds＝0.55【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 
 

Ds＝0.40【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 
図 6.4.3-10 PHC 杭断面算定結果（ランク A） 
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上部架構の慣性力を R2 年度の Ds＝0.55 から Ds=0.40 とした場合の断面算定結果による各ランクの

杭断面を示す。 

 

表 3.4.3-3 杭リスト（ランク A） 
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6）基礎梁の検討 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.3-1 基礎梁の断面算定結果（Ds＝0.40） 

 
 

 

図 6.4.3-8 基礎梁断面リスト（ランク A・B） 
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6.4.4 ケース C4：ランク B，Ds=0.40 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク B を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.40 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

【目標ランク B】 

杭頭部の曲げ降伏ヒンジを許容する 

保証設計：地中部はヒンジを生じさせないため，終局強度以内 

せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

6.4.2 の検討は，上部構造が連層耐力壁のせん断破壊型であったため，Ds=0.55 相当による慣性

力を用いて杭の設計を行っていたが，本検討では上部構造が靭性破壊（壁の曲げ破壊）となるこ

とを想定して慣性力を算定する。 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.40）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.40)  Q1＝40093 kN 

１階部分の重量       W1＝14316 kN  

基礎の重量         Wf＝12096  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 50658 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n = 1900 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds=0.40 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 6.4.4-1 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭補強筋）の耐震設計 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。また，等分割 100 ステップで計算を行う。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」に準じて考慮する。 

・SC 杭および PHC 杭ともに終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデルとする。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

・境界条件は，杭頭は固定，杭先端はピン支持とする。 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.4-1 地震時応力算定モデルの概念図 

 

 

既製杭部モデル(Bi-Liner) 
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図 6.4.4-2 杭応力解析モデル諸元 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説（2017）」[6-8]（以下，「RC 基礎

指針（案）」）に基づく方法による。 

  

地盤バネモデル 

(Tri-Liner) 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.4-3 地盤 1 の杭レベル 

 

2) 鉛直支持力の確認 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

地震時軸力については，Ds=0.55 の軸力を Ds=0.40 相当に低減して断面算定に用いる。 

【ランク B】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=14200kN/本 (検定比 0.46）OK 

Ram=Ru=31139kN > Nm=10600kN/本 (検定比 0.34）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 5100kN/本 (0.70) 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 4000kN/本 (0.55) 
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【ランク A】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=14400kN/本 (検定比 0.46）OK 

Ram=Ru=31139kN > Nm=10700kN/本 (検定比 0.34）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 5300kN/本 (0.73)OK 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 4100kN/本 (0.57)OK 
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3) 水平時の杭応力の算定 

・杭応力の重ね合わせ 

「建築基礎構造設計指針（2019）」を参照し，地盤変位と建物慣性力による杭応力の重ね合わせ

を検討する。 

建物の固有周期は質点系モデルによる固有値解析により算定した。 

Tb＝0.347sec 

地盤の卓越周期は，地盤の応答スペクトル法により算定した結果を採用する。 

Tg=0.359sec 

  

図 6.4.4-4 建物（Y 方向）の固有値解析結果） 

 

 

図 6.4.4-5 地盤変位，建物慣性力の低減係数と載荷方向概念図 

（建築基礎構造設計指針（2019））[6-10] 

 

Tb<Tg であることから，地盤変位と慣性力の重ね合わせは同位相とし，低減係数は 1.0 として算

定する。  
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     イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.4-6 杭応力解析モデル図（ランク B） 

 

 

 

杭の応力解析結果 

ケース C2（ランク B，Ds=0.55）と比べると，上部構造の慣性力は約 20%程度減少しているが，地盤

変位による影響が大きいため，曲げモーメントは杭頭部で 10%程度，地中部で 5%程度の減少に留まっ

た。 

パイルキャップ 

PHC 杭 φ1200 C 種 

16
00

90
00

 

▽杭天端 

▽杭先端 

基礎梁 40
00

 

SC杭 φ1200  t16 
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図 6.4.4-7 曲げモーメント図（ランク B） 

 

図 6.4.4-8 変位図（ランク B） 

  

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

7035  → 

6336(kNm) 

地中部 

Ds0.55→ Ds0.40 

2647  → 

2502(kNm) 曲げ応⼒

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

37 → 36 (mm) 

⽔ 平 変 位 減 少 率

杭頭部 

Ds0.55→ Ds0.40 

9763  → 

9125(kNm) 

地中部 

Ds0.55→ Ds0.40 

2883  → 

2740(kNm) 
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4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 6.4.4-2 付加軸力を考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -5639 18815 

付加軸力 -2200 2200 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-4000 10600 
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5) 杭体の検討 

上部架構の慣性力を R2 年度の Ds＝0.55 から Ds=0.40 とした場合の断面算定結果を示す。上杭の

曲げモーメントは若干減少するが，引張側は杭頭降伏ヒンジを許容しており，圧縮側は最大軸力も低

下すため，断面余裕度は減少する結果となった。 

 

Ds＝0.55【上杭】SC 杭 φ1200 t=16 

  

 
 

Ds＝0.40【上杭】SC 杭 φ1200 t=16 

 

 
 図 6.4.4-9 SC 杭断面算定結果（ランク B）  
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下杭は降伏ヒンジを許容しておらず，地中部曲げモーメントも若干減少したことから PHC 杭の使

用範囲を R2 年度より１ｍ上方へ適用できる結果となった。 

 

Ds＝0.55【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 
 

 

Ds＝0.40【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 

図 6.4.4-10 PHC 杭断面算定結果（ランク B） 
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上部架構の慣性力を 6.4.2 の検討の Ds＝0.55 から Ds=0.40 とした場合の断面算定結果による各ラン

クの杭断面を示す。 

 

表 6.4.4-3 杭リスト（ランク B） 
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6）基礎梁の検討 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.4-4 基礎梁の断面算定結果（Ds＝0.40） 

 
 

 

図 6.4.4-11 基礎梁断面リスト（ランク A・B） 
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6.4.5 ケース C5：ランク B，Ds=0.40，降伏埋込工法 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク B を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.40 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

【目標ランク B】 

杭頭部の曲げ降伏ヒンジを許容する 

保証設計：地中部はヒンジを生じさせないため，終局強度以内 

せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

6.4.2 の検討は，上部構造が連層耐力壁のせん断破壊型であったため，Ds=0.55 相当による慣

性力を用いて杭の設計を行っていたが，本検討では上部構造が靭性破壊（壁の曲げ破壊）となる

ことを想定して慣性力を算定する。 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.40）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.55)  Q1＝40093 kN 

１階部分の重量       W1＝14316 kN  

基礎の重量         Wf＝12096  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 50658 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n =1900 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds=0.40 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 6.4.5 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭接合部）の耐震設計 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。また，等分割 100 ステップで計算を行う。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」に準じて考慮する。 

・SC 杭および PHC 杭ともに終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデルとする。 

・杭頭降伏ヒンジを許容する杭体の非線形性は，第１折れ点（θy，Mu）を持つ完全弾塑性とする。 

・杭先端はピン支持とする 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが、杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては、杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお、連層耐力壁付きの基礎梁であるため、長期荷重時応力は考慮しない。 

 

(4) パイルキャップの耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]による設計 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018年版[6-7]に準じて

算定し、日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]に基

づいて，パイルキャップの設計を実施する。 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.5-1 地盤 1 の杭レベル 

 

2) 鉛直支持力の検討 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

地震時軸力については，Ds=0.55 の軸力を Ds=0.40 相当に低減して断面算定に用いる。 

【ランク B】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=10300kN/本 (検定比 0.33）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 3700kN/本 (0.52) 
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3）水平時の杭応力の算定 

 

・杭の応力解析モデル 

 

 

    
           イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.5-2 杭応力解析モデル図  

パイルキャップ 

PHC 杭 φ1200 C 種 

SC杭 φ1200  t14  

40
00

 

基礎梁 

16
00

50
00

 

▽杭天端 

▽杭先端 
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杭の応力解析結果 

 

●：降伏ヒンジ（回転角θ=0.3%） 

図 6.4.5-3 曲げモーメント図 

 

 

図 6.4.5-4 変位図 
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4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 6.4.5-2 付加軸力を考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -5639 18815 

付加軸力 -1600 1600 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-3700 10300 
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5）杭体の検討 

埋込部で降伏ヒンジ許容しているため，上杭・下杭とも降伏ヒンジを許容していないことを確認す

る。R2 年度のランク B 試設計に比べて曲げモーメントと軸力がともに減少することから，SC 杭の鋼

管厚さを 2mm 薄くすることが可能であった。 

【上杭】SC 杭 φ1200 t=14 

 

 
 

地中部曲げモーメントも若干減少したことから PHC 杭の使用範囲を R2 年度のランク B 試設計に

比べて 5ｍ上方まで適用できる結果となった。 

【下杭】PHC 杭 φ1200 C 種 

 

 
図 6.4.5-5 杭断面算定結果  
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降伏埋込工法による上部架構の慣性力 Ds=0.40 とした場合の断面算定結果による杭断面を示す。 

 

表 6.4.5-3 杭リスト（ランク B） 

 

 

 

6) 杭頭接合部の検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「SC杭頭埋込部の曲げ抵抗機構」

日本建築学会日本建築学会構造系論文集，第776 号，pp.1291-1301，2020 年10 月[6-3]および三谷セキ

サン杭頭接合部構法（Lev-Pile構法）技術資料2019年8月[6-12]に基づいて，杭頭接合部の設計を実施する。 
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図 6.4.5-6 Liv-Pile 構法の各部説明図 
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表 6.4.5-4 杭頭バネの復元力特性（引張側） 

 
杭頭接合部 主筋：18-D38（SD390） 

接合面軸力比 引張側：0.39 < 0.42 OK 
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表 6.4.5-5 杭頭バネの復元力特性（圧縮側） 

 
杭頭接合部 主筋：18-D38（SD390） 

接合面軸力比 圧縮側：0.23 < 0.57 OK 
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第一折れ点θy=0.27% 終局回転角θu=5.0% 

 

図 6.4.5-7 降伏埋込工法による復元力特性 

 

 

7) 基礎梁の設計 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.5-6 基礎梁の断面算定結果 
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図 6.4.5-8 基礎梁断面リスト（ランク B） 
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8) パイルキャップの検討 

(a) パイルキャップの曲げ強度に関する検討 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018 年版[6-7]に準じ

て算定し，日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]に基

づいて，パイルキャップの設計を実施する。 

 
図 6.4.5-9 パイルキャップ形状 
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・断面算定結果 

表 6.4.5-7 2 本杭のパイルキャップ設計応力および断面算定 

 
 

※3 章でパンチングシアーの検討方法も示されているが，決定要因とならないため検討を省略する。 

 本設計例では，d をパイルキャップせいで統一して計算している。 
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(b) パイルキャップのせん断強度に関する検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「大地震後の継続使用性を確

保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能評価に関する研究（その 25 既製杭を

用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局強度式の再検討)」日本建築学会大会学術

講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1]に基づいて，パイルキャップの設計を実施する。 
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・断面算定結果 

 

表 6.4.5-8 1 本杭として検討したパイルキャップ設計応力および断面算定 
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9) メカニズム状態の確認 

降伏埋込工法における代表的なメカニズム状態として，表 6.4.5-6 に X3 通り位置における基礎構

造システム全体のメカニズム状態を示す。表 6.4.5-9 は，同じ設計用応力に対して各部材の耐力がど

の程度余裕があるのかを表している。 

 

表 6.4.5-9 基礎構造システムのメカニズム時の状態（ランク B） 

検討場所：X3 通り ２次設計 
余裕度＝各耐⼒/設計応⼒ 杭引張軸⼒ 

杭-梁開⽅向 
杭圧縮軸⼒ 
杭-梁閉⽅向 

連層耐⼒壁 1 階曲げ破壊 
基礎梁曲げ 1.01 
基礎梁せん断 1.49 
杭曲げ 杭頭 1.02 1.89 
 杭軸部 2.44 2.44 
杭せん断 杭頭 3.21 9.50 
 杭軸部 2.08 5.00 
杭頭接合部 1.00※1 1.41 
パイルキャップ（RC 基礎部材指針） 1.41 1.41 
パイルキャップ（論⽂） 3.03 2.94 
杭⽀持⼒ 1.92 3.03 

※1：埋込杭頭部に曲げ降伏ヒンジが発生している。 

ランクBにおいては，連層耐力壁の曲げ破壊に先行して引張側の杭頭部が曲げ降伏すると考えられ

る。 
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6.4.6 ケース C6：ランク B，Ds=0.40，中実杭工法 

(1) 設計条件 

・上部架構  11-1 モデル（ラーメン架構・袖壁スリットあり・ランクなし） 

・耐震性能  継続使用性確保のための目標ランク B を対象とし，張り間（Y）方向の必要保有水平

耐力相当（Ds=0.40 相当）の慣性力と地盤の応答変位による応力の組合せによる設計

（2 次設計レベル） 

【目標ランク B】 

杭頭部の曲げ降伏ヒンジを許容する 

保証設計：地中部はヒンジを生じさせないため，終局強度以内 

せん断余裕度 n=1.25 以上 

 

・杭モデル  群杭フレームモデル（多層地盤モデル） 

・基礎梁   杭頭曲げ戻し応力を考慮した断面を線材モデルとする。ただし，張り間（Y）方向は

連層耐力壁であるため，剛体とする。 

・杭設計用地震力（張り間（Y）方向）Z=1.0 

6.4.2 の検討は，上部構造が連層耐力壁のせん断破壊型であったため，Ds=0.55 相当による慣

性力を用いて杭の設計を行っていたが，本検討では上部構造が靭性破壊（壁の曲げ破壊）となる

ことを想定して慣性力を算定する。 

上部構造の必要保有水平耐力相当（Ds=0.40）を水平力とする。 

上部構造の地震力(Ds＝0.55)  Q1＝40093 kN 

１階部分の重量       W1＝14316 kN  

基礎の重量         Wf＝12096  kN  

地下部設計震度              K ＝0.40 

杭設計用地震力       ΣQp ＝Q1 + K・（W1 + Wf）＝ 50658 kN 

杭 1 本当たり設計用地震力  Qp = ΣQp / n =1900 kN 

・杭強制変位 応答スペクトル法（地盤１） 

・杭設計用軸力 鉛直荷重時および地震時 Ds=0.40 相当時の支点反力を用いる。 

 また，杭の曲げ戻し応力による付加軸力を考慮する。 
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表 6.4.6-1 長期時および地震時軸力 
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(2) 既製杭（杭体・杭頭接合部）の耐震設計 

・杭体は弾塑性モデルとする。 

・地盤変位は地震動に応じた地盤変形分布による変位増分解析と建物慣性力を杭頭部に加力した荷

重増分解析を同時に行う。また，等分割 100 ステップで計算を行う。 

・地盤ばねは，群杭係数を考慮し，地盤降伏による非線形を評価したばねとする。 

・土圧合力ばねは，「建築基礎構造設計指針（2019）」に準じて考慮する。 

・中実杭は Linear モデルとし，PHC 杭は終局曲げ耐力 sMu を降伏耐力とした Bi-Linear モデル

とする。 

・杭頭ヒンジを許容する杭体の非線形性は，第１折れ点（θy，Mu）を持つ完全弾塑性とする。 

・杭先端はピン支持とする 

・基礎の根入れ効果は考慮しない。 

・応力解析は「SNAP」（構造システム）を使用する。 

・地震時の軸方向力は，保有水平耐力時の変動軸力が大きい Y 方向(正加力時)とする。 

 

(3) 基礎梁の耐震設計 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが、杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては、杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお、連層耐力壁付きの基礎梁であるため、長期荷重時応力は考慮しない。 

 

(4) パイルキャップの耐震設計 

「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」による設計 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018年版に準じて算

定し、日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」に基づい

て，パイルキャップの設計を実施する。 
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(5) 2 次設計の検討結果 

1) 杭工法および地盤概要 

・基礎形式  既製杭（高支持力杭） 

・杭 本 数  24 本 

・杭 長  地盤 1：L=16.0m（杭天端 GL-4.0m，杭先端 GL-20.0m） 

   

図 6.4.6-1 地盤 1 の杭レベル 

 

2) 鉛直支持力の検討 

高支持力杭工法による支持力の確認を行う。（最大軸力部による代表検討とする） 

Ru=α・N・Ap+(β・Ns・Ls+γ・qu・Lc)φ 

α：杭先端支持力係数 α=490（砂質土） 

β：砂質土の杭周面摩擦力係数 β=5.2 

γ：粘性土の杭周面摩擦力係数 γ=0.72 

 

長期許容支持力 

RaL=1/3Ru=10380kN > NL=5388kN/本 (検定比 0.52) 

 

地震時軸力については，Ds=0.55 の軸力を Ds=0.40 相当に低減して断面算定に用いる。 

【ランク B】 

極限支持力   

Ram=Ru=31139kN > Nm=10000kN/本 (検定比 0.33）OK 

短期引抜き抵抗力 

tRa=2/3(4.2 Ns・Ls+0.58qu・Lc)φ+Wp=7237kN > 3400kN/本 (0.47) 
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3）水平時の杭応力の算定 

(a) 中実杭工法の杭頭バネの復元力特性 

 

・中実杭の諸元 

杭径：φ=1000mm 

鋼管厚さ：t=25mm 

コンクリートの設計基準強度：Fc=36N/mm2 

主筋：17-D38（SD390） 

 

 
図 6.4.6-2 中実杭工法の杭頭バネ算定用モデルおよび諸元 

 



第６章 設計例 4：共同住宅 C 

6-112 

 

(a)軸力 0 時 θy=0.97% 

 
(b)引張軸力時 θy=1.00%（η=-0.41≧-0.50 ηe=-0.41≧-0.50） 

 

(c)圧縮軸力時 θy=0.92%（η=-0.29≦0.40 ηe=-0.12≦0.25） 

図 6.4.6-3 杭頭バネの復元力特性 
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(b) 杭の応力解析モデル 

 

 

    
           イメージ図             線形モデル図 

図 6.4.6-4 杭応力解析モデル図 
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(c) 応力解析結果 

 

※降伏ヒンジが生じていない（回転角 引張側θ=0.5% 圧縮側θ=0.3%） 

図 6.4.6-5 曲げモーメント図 

 

 

図 6.4.6-6 変位図 
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4) 付加曲げを考慮した杭軸力の算定 

付加軸力 N’は、基礎梁に生じるせん断力 Qfg を採用 

表 6.4.6-2 付加軸力を考慮した杭軸力 

軸力（kN） 引張側 圧縮側 

上部架構：地震時 -5639 18815 

付加軸力 -1000 1000 

杭設計用軸力 

（杭１本当り） 

-3400 10000 

 

 

5) 杭体の検討 

杭頭の隙間部で降伏ヒンジ許容しているため，上杭・下杭とも降伏ヒンジを許容していないことを

確認する。6.4.2 のランク B 試設計に比べて曲げモーメントと軸力がともに減少しており，鋼管厚さ

は径厚比（D/t≦40）で決定された。 

【上杭】中実杭 φ1000 t=25 

 

 

図 6.4.6-7 杭断面算定結果・せん断力設計 

杭中央部の短期許容せん断耐力は，SC 杭のせん断設計と同様に鋼管のみの短期許容せん断耐力と

して検討する。 

Qas1=Acs・fcs／ks 

     ＝73589・188/2.0=6917  >  1489 kN  検定比 0.22（余裕度 4.67） 

 
杭隙間部の短期許容せん断耐力は，鉄筋のダボ抵抗の短期許容耐力として検討する。 

Qas2=As・sσy／√3 

   =19380・429／√3=4800 kN > 1489 kN 検定比 0.31（余裕度 3.24）  
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地中部曲げモーメントも若干減少したことから PHC 杭の使用範囲を 2020 年度のランク B 試設計

に比べて 5ｍ上方まで適用できる結果となった。 

【下杭】PHC 杭 φ1000 C 種 

 

 
図 6.4.6-8 杭断面算定結果 

 

中実杭工法による上部架構の慣性力 Ds=0.40 とした場合の断面算定結果による杭断面を示す。 

 

表 6.4.6-3 杭リスト（ランク B） 
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6) 基礎梁の設計 

本検討の対象となる基礎梁は連層耐力壁となるが，杭頭曲げ戻しによるモーメントをすべて負担し

た設計を行う。 

せん断力に関しては，杭頭曲げ戻し応力により生じるせん断力に対して余裕度 1.25 を確保する。 

なお，連層耐力壁付きの基礎梁であるため，長期荷重時応力は考慮しない。 

 

表 6.4.6-4 基礎梁の断面算定結果 

 

 

 

図 6.4.6-9 基礎梁断面リスト（ランク B） 
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7) パイルキャップの検討 

(a) パイルキャップの曲げ強度に関する検討 

パイルキャップの設計用応力は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」2018 年版[6-7]に準じ

て算定し，日本建築学会「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説」[6-8]に基

づいて，パイルキャップの設計を実施する。 

 

図 6.4.6-10 パイルキャップ形状 
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・断面算定結果 

 

表 6.4.6-5 2 本杭のパイルキャップ設計応力および断面算定 

 

※3 章でパンチングシアーの検討方法も示されているが，決定要因とならないため検討を省略する。 

 本設計例では，d をパイルキャップせいで統一して計算している。 
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(b) パイルキャップのせん断強度に関する検討 

本設計例は２本打ち杭となっているが，１本打ち杭と考えた場合に「大地震後の継続使用性を確

保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの構造性能評価に関する研究（その 25 既製杭を

用いたト形部分架構におけるパイルキャップせん断終局強度式の再検討)」日本建築学会大会学術

講演概集（東北）2018 年 9 月[6-1]に基づいて，パイルキャップの設計を実施する。 
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・断面算定結果 

 

表 6.4.6-6 1 本杭として検討したパイルキャップ設計応力および断面算定 
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8) メカニズム状態の確認 

降伏埋込工法における代表的なメカニズム状態として，表 6.4.6-6 に X3 通り位置における基礎構

造システム全体のメカニズム状態を示す。表 6.4.6-7 は，同じ設計用応力に対して各部材の耐力がど

の程度余裕があるのかを表している。 

 

表 6.4.6-7 基礎構造システムのメカニズム時の状態 

検討場所：X3 通り ２次設計 
余裕度＝各耐⼒/設計応⼒ 杭引張軸⼒ 

杭-梁開⽅向 
杭圧縮軸⼒ 
杭-梁閉⽅向 

連層耐⼒壁 1 階曲げ破壊 
基礎梁曲げ 1.01 
基礎梁せん断 1.49 
杭曲げ 杭頭 4.69 5.32 
 杭軸部 1.25 2.94 
杭せん断 杭頭 3.24 3.24 
 杭軸部 1.96 5.88 
杭頭接合部 2.00 2.78 
パイルキャップ（RC 基礎部材指針） 1.41 1.41 
パイルキャップ（論⽂） 3.03 2.94 
杭⽀持⼒ 2.13 3.03 

 

中実杭工法においては，連層耐力壁の曲げ破壊時に杭頭隙間部が曲げ降伏しないと考えられる。 
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6.5 結論 

6.5.1 まとめ 

(1) 既製杭の検討 

・建物の Y 方向に対して既製コンクリート杭の性能目標ランク B およびランク A の試設計をおこな

った。 

・杭工法は 11 階建ての連層耐力壁方向であり高軸力となることから高支持力杭工法を採用し，杭体

は２本杭とした。 

・慣性力が Ds=0.55 相当においては、ランク B で SC 杭（φ1200，鋼管の最大板厚 t=16mm），ラン

ク A で SC 杭（φ1200，鋼管の最大板厚 t=23mm）となった。 

・慣性力が Ds=0.55 相当におけるランク B は杭頭部で曲げ降伏ヒンジを許容しているが，本試設計

では最大ステップ数100中，解析ステップ数75において引張側の杭頭部で曲げ降伏ヒンジが生じ，

最終ステップにおいて回転角 R=0.002rad，塑性率η=1.37 となっている。なお，塑性率は SC 杭の

復元力特性（Bi-Linear モデル）の曲げ降伏変位と解析終了時（最終ステップ時）変位の比率とし

ている。 

・慣性力が Ds=0.40 相当においては、ランク B で上杭は Ds＝0.55 相当と変わらず SC 杭（φ1200，

鋼管の最大板厚 t=16mm）であったが下杭の範囲が 1ｍ上方へ適用できる結果となった。ランク A

では，上杭は Ds＝0.55 相当が SC 杭（φ1200，鋼管の最大板厚 t=23mm）であったが SC 杭（φ

1200，鋼管の最大板厚 t=21mm）となり，下杭は Ds=0.55 相当より１ｍ上方へ適用できる結果と

なった。 

 

(2) 杭の軸力比 

引張側の軸耐力は，SC 杭が鋼管のみ，PHC 杭が PC 鋼棒のみの引張耐力を採用し，圧縮側の軸

耐力は，SC杭がコンクリートと鋼管の和とし，PHC杭はコンクリートのみの圧縮耐力で算定した。 

・１次設計（Co=0.20 時） 

上杭 SC 杭 φ800 t=9 引張側：N/Nut＝0.12 圧縮側：Nu/Nuc=0.43 

・２次設計（Co=0.55 時） 

【ランク B】 

上杭 SC 杭 φ1200 t=16 引張側：N/Nut＝0.26 圧縮側：Nu/Nuc=0.22 

【ランク A】 

上杭 SC 杭 φ1200 t=23 引張側：N/Nut＝0.18 圧縮側：Nu/Nuc=0.20 

 

(3) 既製コンクリート杭のパイルキャップの検討 

・曲げおよびせん断強度については，「RC 基礎指針（案）」[6-10]の場所打ち杭の２本杭の検討式に準じ

てパイルキャップの検討を行った。ただし，２本打ち杭におけるパイルキャップの応力算定は「RC

規準」（2018[6-7]）を参考としている。 

 

(4) 降伏埋込工法による検討 

・既製杭をパイルキャップに埋め込み，かつ定着筋を用いてパイルキャップ内に定着する工法による

杭頭部の復元力特性を評価して目標ランク B として検討を行った。 

・杭頭を固定として設計したモデルに比べ、降伏埋込工法では杭頭部に非線形ばねを設けたことから
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杭頭部の回転剛性の影響が非常に大きく応力が低減されたことにより上杭は SC 杭（φ1200，鋼管

の最大板厚 t=14mm）となり，下杭の範囲が 6.4.2 の検討に比べて 5ｍ上方へ適用できる結果とな

り，一般的な断面切り替え位置（範囲）となった。 

 

(5) 中実杭工法による検討 

・圧縮靭性のある中実杭による杭頭部の復元力特性を評価して目標ランク B として検討を行った。 

・上杭は従来の設計法や降伏埋込工法の杭径（φ1200）に比べ，中実杭は杭径がφ1200 からφ1000

へと小さくすることが可能で，鋼管の最大板厚 t=25mm Fc36 主筋 17-D38 となり，下杭の範囲

が 6.4.2 の検討に比べて 5ｍ上方へ適用できる結果となり，一般的な断面切り替え位置（範囲）と

なった。 

・目標ランク B として検討を行ったが，引張側においても柱頭隙間部に曲げ降伏ヒンジは生じなかっ

た。 

 

(6) 各工法の比較 

・慣性力 Ds=0.40 相当時の杭頭固定モデルと降伏埋込工法および中実杭工法の応力状態を比較する。 

・軸力比や回転角に制限を設けることで靭性を確保し，杭頭接合部の回転剛性を評価することで，杭

頭応力が非常に小さくなる結果となった。中実杭工法は，初期荷重時から回転剛性が低い状態で解

析しており，今回の荷重条件においては降伏に至らず応力が非常に小さく評価されている。 

 

表 6.5.1-1 検討結果比較表 

検討ケース  杭頭固定 降伏埋込工法 中実杭工法 

杭頭モーメント（kNm） 
引抜側 6336 4138 1321 

圧縮側 9125 6290 2430 

杭頭せん断力（kN） 
引抜側 1697 1360 791 

圧縮側 2344 1860 1184 

軸力（kN） 
引抜側 -4000 -3700 -3400 

圧縮側 10600 10300 10000 

軸力比 
引抜側 -0.21 -0.39 -0.40 

圧縮側 0.16 0.23 0.29 

杭頭部回転角（rad） 最大 0.002 0.003 0.005 

塑性率 最大 6.65 1.10 0.50 

 

  



第６章 設計例 4：共同住宅 C 

6-125 

6.5.2 今後の検討課題 

(1) 既製杭の検討 

・Ds=0.55 相当における検討において杭頭定着筋は，A 法での設計が困難であり，杭頭側面のてこ作

用による終局曲げモーメントと杭頭定着筋による終局曲げモーメントで，設計用曲げモーメントを

負担する設計法を採用する必要がある。 

(2) 既製コンクリート杭のパイルキャップの検討 

・継続使用性において２本打ち杭以上のパイルキャップの設計法に関する文献が非常に少ないため，

今後研究開発が必要である。 

(3) 中実杭工法による検討 

・引張側の杭頭隙間部（接合部）の回転剛性が終局状態（最大軸力時）を想定した剛性評価としてい

ることから，圧縮側に比べて初期荷重状態から回転剛性が非常に低く，降伏ヒンジが生じない結果

となった。本試設計の１スパン建物のように杭頭ばねの影響が大きいケースでランク B を目標とす

る場合は、杭頭ばねの設定（剛性，耐力，剛性低下等）により結果が異なってくるため、モデル化

等を含め今後の課題となる。 
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